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   ① 労働者側意見要旨 
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最低賃金名
団体等の名称

役職名及び氏名

全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会

パナソニック コネクティッドソリューションズ労働組合岡山支部

支部執行委員長　枡形　將生

オムロンスイッチアンドデバイス労働組合

執行委員長　内藤　陽介

労働者側意見要旨提出者名簿

電気機械器具、情報通信機械器具、
電子部品・デバイス製造業







最低賃金名
団体等の名称
役職名及び氏名

オムロン（株）グローバル人材総務本部

岡山事業所長　上本　智宣

使用者側意見要旨提出者名簿

電気機械器具、情報通信機械器具、
電子部品・デバイス製造業



１． 貴団体あるいは事業所の名称等 

名称 オムロン株式会社 グローバル人財総務本部   

意見発表者 役職 岡山事業所長 氏名 上本 智宣 

 

２． 賃金の動向 

 企業業績を取り巻く環境としては、新型コロナウイルス感染症は感染者数が過去最高を更新するなど、猛

威をふるっているものの、業績に対する影響は一時期に比べて緩和されてきています。一方、ウクライナ情

勢の混迷長期化等を受けた資源・エネルギー価格の高騰に加え、ゼロコロナ政策による中国経済の下振れな

どがマイナス影響を及ぼしています。急速に進んだ円安については、輸出型製造業にはプラスとなり、内需

型産業には投入コストの上昇などによりマイナスとなっています。 

 コロナの影響で拍車のかかったデジタル化・グローバル化・経済安全保障強化等の流れのもとで企業の設

備投資意欲は底堅いものがありますが、原材料価格の大幅上昇の持続が予想される中、先行き不透明感は強

くなっています。 

この様な事業環境の変化の中、企業経営としては、雇用維持や新規労働力の獲得を行うため、事業継続可

能な総額人件費をコントロールすることを念頭に、業績向上や経営成果に対しては、賞与（一時金）で報い

ることが望ましいと考えます。 

 

 

３． 電気産業における経済情勢及び今後の見通し 

 電機産業の業況は、国内生産高累計が情報通信機械ではコロナ禍前から減少傾向が続いているものの、電

気機械、電子部品・デバイスはコロナ禍前の水準以上まで増加するなど全体としては大きく回復しました。

しかし、先に述べましたように、原材料価格・エネルギー価格の高騰などにより、まだまだ先行きは不透明

であり、各企業は、これらの環境変化にスピード感を持って柔軟に対応することが求められています。 

一方、コロナ禍において、事業活動を続けていく上で、産業界の多くで時差出勤、テレワークやオンライン

会議など、働き方や行動様式の変化対応に迫られており、これらはコロナが落ち着いた後も後戻りすること

なく、常態化していくものと思われます。電機産業においては、この大きな変化を契機に従来当たり前と思

っていた既成概念を根本から変えていくべく、働き方の更なる進化に向けた具体的な検討が各方面で進んで

いくことは間違いないところです。 

 今、日本では社会全体として、デジタルトランスフォーメーション（DX）の重要性が叫ばれており、AIや

IoT をはじめとする最先端のデジタル技術を活用し、SDGsに代表される様々な社会的課題の解決を目指す、

「Society 5.0 for SDGs」の実現に向けた取組みが進められつつあります。電機産業はその課題解決を推進

していくリーディング産業としての役割を発揮していくことが期待されています。このような社会の実現や

役割の推進のためには何より優秀な人材の確保と、それを支える労働環境整備が重要であることは間違いあ

りません。 

 

４． その他の特記事項（電気産業の構造と直近の事業環境変化について） 

 電機産業は引き続き大変厳しい状況に置かれていると認識しています。これまでの少子高齢化による労働

人口の減少、国内消費の衰退とクローバルでの経済競争の激化は、優勝劣敗の色を濃くまたスピードを加速

させています。これに加え、直近の原材料高騰や依然として猛威を振るう新型コロナウイルス感染症への対

応、急激な円安対応等、様々な変化の波が押し寄せている状況にあります。 

地方企業を含む裾野の広い国内電機産業構造の中、産業全体として人件費を含めたコストマネジメントは

より重要となっており企業存続の最重要課題です。最低賃金の大幅な引き上げは、特に中小企業での事業存

続にも影響することから業界全体のサプライチェーン上にも影響を及ぼしかねないものと危惧しています。 

 

５． 産別最低賃金改訂の必要性について 

 上記の電機産業の状況認識から、産別最低賃金の改訂については、雇用の確保を第一とし、総額人件費を

主眼におきながら社会・経済環境や電機産業の展望、企業全体の動向、物価動向などを正しく認識した上で、

地域別最低賃金とのバランスなどを勘案し、慎重に検討する必要があると考えます。政策的な意図から急激

に上昇してきた最低賃金は、産業基盤の中核である地方中小企業の経営を大きく圧迫することに繋がりかね

ないため、改定の必要性については慎重に検討すべきと考えます。 

 

 

 


